
令 和 ６ 年 １ １ 月 ５ 日

あきる野市特別職報酬等審議会

追 加 資 料 （２）



＜追加資料一覧＞

（資料番号） (資料名)

１ （訂正資料）議員の報酬等について

２ 平成２年人事院勧告（国）（一部抜粋）

３ 平成２年東京都人事委員会勧告（一部抜粋）

４ 令和６年東京都人事委員会勧告（概要）

５ 議会・議員について（質問に対する回答）

６ 東京都内市町村の地域手当について

７ あきる野市職員の期末・勤勉手当の支給に関する規則

８ 東京都２６市の所得割非課税対象者数

９ 令和４年度決算状況（決算カード）



議員の報酬等について

１　報酬（１月当たり）

報酬 所得税（甲欄） 所得税（乙欄） 支給額（甲欄） 支給額（乙欄）

（円） （円） （円） （円） （円）

510,000 31,370 151,600 478,630 358,400

456,000 22,540 122,200 433,460 333,800

441,000 20,090 113,600 420,910 327,400

441,000 20,090 113,600 420,910 327,400

433,000 19,210 108,500 413,790 324,500

※扶養親族等の数は０人で計算

２　期末手当（令和６年６月支給分） 計算方法・・・｛報酬+（報酬×役職加算）｝×支給月数×期間率

報酬 役職加算 支給月数 期間率 期末手当 所得税（甲欄）※ 所得税（乙欄） 支給額（甲欄） 支給額（乙欄）

（円） （％） （月） （％） （円） （円） （円） （円） （円）

510,000 20 2.325 100 1,422,900 232,445 435,834 1,190,455 987,066

456,000 20 2.325 100 1,272,240 207,833 389,687 1,064,407 882,553

441,000 20 2.325 100 1,230,390 200,997 376,868 1,029,393 853,522

441,000 20 2.325 100 1,230,390 200,997 376,868 1,029,393 853,522

433,000 20 2.325 100 1,208,070 197,350 370,032 1,010,720 838,038

※扶養親族等の数は０人で計算

３　議員の税区分の内訳

甲欄適用者 １６人

乙欄適用者 ５人
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令和６年人事委員会勧告等の概要 

令和６年10月18日 
東京都人事委員会 

１ ポイント 

〇 例月給、特別給ともに３年連続の引上げ改定 

例月給 

・公民較差（10,595円、2.59％）解消のため、給料表を引上げ改定 

・初任層に重点を置きつつ、人材確保の観点から初任給を大幅に引上げ 

・職務の級の職責差を一層給与へ反映させる観点から、各級においてメリハ

リをつけた改定 

特別給（賞与） 

・年間支給月数を0.20月分（4.65月→4.85月）引上げ、期末手当及び 

勤勉手当に配分 

   

２ 職員と民間従業員の給与比較 

(1) 比較の方法 

・企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上の都内11,178事業所を調査母集団とし、

そのうち1,241事業所を無作為抽出して調査 

（調査完了770事業所 調査実人員54,633人） 

＜例月給＞職員と民間従業員の４月分支給額を調査し、ラスパイレス方式により、主

な給与決定要素である役職、学歴、年齢を同じくする者同士の給与を対比

させ、職員の人員数のウエイトを用いて両者の給与水準を比較 

＜特別給＞民間従業員に対する直近１年間（昨年８月から本年７月まで）の賞与の支

給実績を調査し、職員と比較 

 (2) 比較の結果 

＜例月給＞                                （平均年齢 41.5歳） 

民 間 従 業 員 職 員 公 民 較 差 

419,425円 408,830円  10,595円（2.59％） 

（注）職員給与は、本年４月の行政職給料表（一）適用者（新卒採用職員を除く。）の給与 

＜特別給＞ 

民 間 支 給 割 合 職 員 支 給 月 数 差 

4.85月 4.65月 0.20月 
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３ 給与の改定 

(1) 改定の考え方 

・民間従業員の給与が職員の給与を上回っていることから、給料表を引上げ改定 

  配分[給料8,811円、はね返り（地域手当など）1,784円] 

・特別給についても、民間の支給割合が職員の年間支給月数を上回るため引上げ 

(2) 改定の内容 

ア 給料表 

区 分 内 容 

行政職給料表（一） 

・人材確保の観点から初任層に重点を置きつつ、職務の級の

職責差を一層給与へ反映させる観点から、各級においてメ
リハリをつけた改定 ≪平均改定率 2.7％≫ 

・初任給は、民間や国の初任給の状況を踏まえ大幅に引上げ 
Ⅰ類Ｂ ＋29,300円（196,200円→225,500円） 
Ⅱ類  ＋29,300円（170,400円→199,700円） 
Ⅲ類  ＋27,900円（160,100円→188,000円） 

※ その他の給料表については、行政職給料表（一）の改定内容を基本として改定  

※ 指定職給料表については、国に準じて改定 

イ 特別給 

・民間の支給状況を踏まえ、年間支給月数を0.20月分引上げ 

（指定職給料表適用職員は0.15月分引上げ） 

・引上げは期末手当及び勤勉手当で実施 

   ウ 初任給調整手当 

・医師等の処遇を確保する観点から初任給調整手当の支給限度額を315,200円に引

上げ 

(3) 実施時期 

・給料表及び初任給調整手当の引上げは、令和６年４月に遡及して実施 

・特別給の引上げは、令和６年12月支給の期末・勤勉手当から実施 
 

４ 諸手当等の制度改正 

(1) 地域手当 

・人事院は、特別区の地域手当は引き続き１級地（20％）とする一方、特別区を除

いた東京都の地域手当は２級地（16%）とするよう勧告 

・都においては、区部・多摩地域は地域の連続性・一体性から、区部・多摩地域を

同率の支給割合（20％）に設定しており、その状況に変化はないため引き続き一

律20％とすることが適当 

・その他の地域については、地域の区分に応じて支給される関連手当も考慮し、所

要の調整を行うことが適当 

  



(2) 扶養手当 

・人事院は、配偶者に係る扶養手当を廃止し、これにより生ずる原資を用いて、子

に係る手当額を13,000円に引き上げることを勧告 

・都においても、配偶者に係る扶養手当を廃止し、子に係る手当額を13,000円に引

き上げることが適当 

・配偶者に係る手当の廃止は、受給者への影響を考慮し、行政職給料表（一）４級

相当職員を除き、２年をかけて実施し、子に係る手当額の引上げも同様に２年を

かけて実施 

(3) 通勤手当及び単身赴任手当 

  ・人事院は、通勤手当の支給上限の引上げ、新幹線等の利用に係る特別料金等の支

給要件及び単身赴任手当の支給要件の見直しを勧告 

・都においても、人材確保が喫緊の課題である点や働きやすい職場環境の整備が求

められている状況を踏まえ、国と同様の改正を行うことが適当 

・通勤手当の支給限度額を新幹線等の特別料金等の額を含めて１か月当たり

150,000円に引上げ、この支給限度額の範囲内で新幹線等の特別料金等の額につ

いても全額支給 

・採用時から新幹線等に係る通勤手当及び単身赴任手当を支給 

・新幹線等の利用要件の廃止 

・育児・介護等の事情により転居した職員にも新幹線等に係る通勤手当を支給 

(4) 管理職員特別勤務手当 

・人事院は、管理職員特別勤務手当について、支給対象時間帯を午後10時から翌日

の午前５時に拡大するなど勧告 

・都はこれまで、本手当の支給要件について、国と均衡を図ってきており、同様の

措置を講じていくことが適当 

(5) 特定任期付職員の勤勉手当 

・人事院は、特定任期付職員の特別給について、特定任期付職員業績手当を廃止し、

勤勉手当の支給が可能となるよう勧告 

・都においても特定任期付職員業績手当を廃止し、勤勉手当を支給することが適当 

・特定任期付職員の期末手当及び勤勉手当の支給割合については、在職実態を踏ま

え、常勤の管理職の支給割合を考慮して設定（期末手当1.6月、勤勉手当2.25月） 

(6) 在宅勤務等手当 

・昨年人事院は、在宅勤務等手当の新設について勧告 

・令和５年11月に地方自治法が改正され、地方公務員においても今年度より在宅勤

務等手当の支給が可能に 

・都においても、在宅勤務等手当を新設し、本手当の額及び支給要件については、

国に準ずることが適当 

・本手当の支給に当たっては、通勤手当の取扱いについても対応を検討すべき 

(7) 医師の給与 



・現在都における医師の人材確保が困難な状況 

・特に保健所等に勤務する公衆衛生医師について、充足率が急激に低下 

・また、民間の医師においては、診療報酬の改定に伴う賃上げに向けた動きがあり、

このような民間の医師と競合関係にある臨床を主とする医師の人材確保について

は困難な状況が想定 

・都民の健康を支えるとともに将来にわたり安定的な医療サービスを提供していく

ために、確実な人材確保が必要であり、その処遇を検討する必要 

・本委員会においても医師の処遇について、引き続き研究・検討 

(8) 実施時期 

諸手当等の制度改正は、令和７年４月１日から実施することが適当 
 

５ 今後の課題 

(1) 職務給の更なる進展等 

・引き続き、職責の給与への反映を徹底するため、あるべき給与制度について研

究・検討 

・都における管理職に係る職務や職責等を改めて検証し、これに見合った給与水

準、給与制度について、研究・検討 

(2) 能力・業績を反映した給与制度の更なる進展 

・昇給制度について、定年引上げの影響を含めた運用実態等の分析を行うととも

に、能力・業績が反映された給与制度となるよう、研究・検討を進めていく必要 

 (3) 新たな給与制度の在り方についての検討 

・人事院が進める65歳定年を見据えた給与水準の在り方や給与カーブの在り方の検

討状況を注視し、都における定年引上げ等に伴う任用実態の変化や民間における

高齢層の給与の状況を継続的に把握し、新たな給与制度の在り方について研究・

検討 
 

６ 人事制度及び勤務環境等に関する報告（意見） 

・人材獲得競争が激しさを増す中、都が適切な行政サービスを提供し続けるため、

引き続き転職市場から有為な人材を確保していくことが必要であり、採用された

職員が能力や経験を生かして活躍できるよう体制を充実していくことが重要 

・やりがいや成長を実感しながら日々の業務に取り組み、意欲に応じたキャリア形

成が実現できる職場づくりを進めるとともに、都の職員として働く魅力を効果的

に発信することで「選ばれる都庁」を目指していくことが必要 

・ライフスタイルや働き方が多様化している状況では、誰もが働きやすい環境づく

りに向けた取組をより一層進めるほか、個々の職員の違いを認め、多様な人材を

生かし、個人の能力を最大限に発揮できるようにすることが重要 

(1) 多様な人材の確保・育成・活躍の推進 

ア 人材確保・育成に向けた取組 

・人材獲得競争は激化しており、採用試験の申込者数が減少。都においては、10年



前の３分の１程度の水準に落ち込んでいる状況が続いており、依然として危機的

状況 

・都の職員という職業は、首都としての先進的な取組を通じ、社会的な貢献を果た

すことのできる意義深い仕事であり、自らの成長とキャリアアップに着実に生か

すことができるもの 

・このような都庁の魅力が広く、深く認識されるようターゲットごとに効果的な情

報発信・コミュニケーションを重ねることが有効 

・採用制度については、都への就職を希望する多様な人材にとって更に受験しやす

くなるよう試験方法の見直しやより有為な人材が確保できる制度となるよう取組

を進める 

・多様で有為な人材を着実に確保していくため、経験者採用の拡大など、採用市場

の状況に迅速かつ的確に対応した柔軟な採用制度となるよう見直しを進めていく

ことが必要 

・経験者採用など職歴のある職員に、採用後の職務内容やキャリア展望が示される

とともに、都庁以外で培われたキャリアも十分に尊重され、適切に処遇される制

度を整備することが重要 

・主任について、基礎力確認テストの導入や選考内容の見直し等を行ったところで

あるが、今後、制度改正の効果検証を行い、改善を図っていく 

・管理職について、行政専門職選考の見直しを行ったところであるが、今後、有為

な人材が積極的に管理職を目指すよう、管理職になることの魅力の発信やキャリ

アへの不安の払拭などの取組を行うことに加え、選考方法や任用、研修など管理

職制度の在り方について検討を進めていくことが必要  

・全ての職員が意欲や能力を最大限発揮するとともに、技術やノウハウを継承して

いくためには、意見交換などを通じて、本人の希望を踏まえるとともに、職員の

スキル・経験などに即した配置管理等を行うことにより、職員の意欲や能力に応

じたキャリア形成を実現していくことが必要 

・国や民間など多様な主体との交流を更に活発化させ、職員の意欲に応じて、学

び・挑戦・成長ができる環境整備をより一層進めることも重要  

・若手のうちから成長を実感でき、一人ひとりのキャリア形成を支援する人材育成

や能力開発に引き続き積極的に取り組むことを望む  

イ 女性の活躍推進  

・男女問わず、職員の希望に応じて、家庭での時間も確保でき、仕事でも活躍でき

る職場を目指していかなければならない 

・管理監督職における女性比率の向上のため、不安感や抵抗感を払拭するととも

に、管理職選考への挑戦を促す取組のほか、育児・介護等と仕事を両立しやすい

管理職選考への見直しなどをより一層進めていくことが求められる。そのため、

職員のキャリアアップを組織全体で後押ししていくことが必要 

ウ 誰もが活躍できる都庁の実現  

・様々な個性や事情が配慮され、全ての職員に活躍できる環境が公平に提供され



る、ダイバーシティ（多様性）、エクイティ（公平性）、インクルージョン（包

摂性）が尊重された都庁を実現することが重要  

・本年度改定される「障害者活躍推進計画」をもとに、取組を着実に推進し、障害

を有する職員にとって働きやすい職場づくりが必要。周囲の職員が相談しながら

実践できる環境をはじめ、サポートを充実していかなければならない  

・高齢層職員については、職場での新たな立場における役割などについて、研修で

理解を深めるとともに、リスキリングの実施により、業務スキルの維持、向上を

図ることも重要 

(2) 働き方改革と勤務環境の整備 

ア ライフ・ワーク・バランスの推進  

・柔軟で多様な働き方の推進は、育児、介護、治療等の事情のある職員を含め誰も

が活躍できる勤務環境を整備し、生活と仕事の両立を図る上で極めて重要  

・テレワークが当たり前の働き方の一つとして定着するため、職場のマネジメント

として、テレワーク可能な業務を拡充する観点から、業務の進め方を見直す必要  

・昨年度の本庁における一人当たりの平均超過勤務時間数は２年連続で前年度より

減少したものの、引き続き高い水準。人的資源が限られる中で、ＢＰＲの徹底や

先端技術の活用といった都庁全体のＤＸの推進により、業務の効率化を積極的に

進めていくことで長時間労働を是正することが不可欠  

・長時間労働の是正に向けては、原因を分析し、その対策を講じていくことが肝要 

・都は、令和７年度の男性職員の１週間以上の育業取得目標を90％に上方修正。ま

た育業等の欠員補充に活用している臨時的任用職員制度の対象職種等を拡大した

ところであり、この制度により職員の育児と仕事との両立等に更に寄与すること

を期待 

・少子高齢化の進展に伴う要介護者の増加や、介護の担い手の確保は、日本社会全

体が抱える課題。男女を問わず働く人が介護事情を抱えた際、介護に適切に対応

しながら仕事を続けられる環境を整備することが重要  

イ 職員の勤務環境の整備  

・ハラスメントは、心身の健康を害して意欲低下を招く要因となり貴重な人材の損

失と行政サービスの低下や都政の信用失墜にもつながりかねない。組織としてハ

ラスメントを防止し、根絶する強い意志を持って取り組むことが必要 

・精神疾患を理由とする長期療養者数が増加傾向。メンタル面の不調は、誰でも抱

え得る問題であることを前提に、引き続き支援が必要  

(3) 公務員としての規律の徹底・職員が求められる行動  

・全ての職員が都民の信頼に応える高い倫理観と高潔な使命感の下、誠実かつ公正

に職務に精励することを強く望む  

・都ではＤＸの推進等を通じてサービスの質の向上を進めている。引き続き取組を

強化し、職員が公共のために働くという責任と誇りをもって主体的にＱＯＳを向

上させる行動をとることを望む 



Ｑ１ 議員の行政視察についての令和６年度予算額

A１ 常任委員会及び議会運営委員会の行政視察は隔年で実施しており、令和６

年度は実施予定がないことから、予算計上しておりません。

【参考（令和５年度）】

①総務委員会 300,440円

②環境建設委員会 360,220円

③福祉文教委員会 360,850円

④議会運営委員会 412,240円

Ｑ２ 平成２年から令和６年までの議員の年齢構成

A２ 合併（平成７年９月１日）以降の議員の年齢構成は次のとおりです。

【任期の初日時点の年齢構成】

○年代別人数 （単位：人数）

○年代別構成比率 （単位：％）

※端数処理の関係で、合計が100％にならない場合があります。

議員数 平均年齢 30代 40代 50代 60代 70代

H7.9.1 36 60歳 1 2 13 15 5

H9.7.1 26 59歳 0 0 15 11 0

H13.7.1 24 59歳 0 1 10 13 0

H17.7.1 24 58歳 2 1 8 11 2

H21.7.1 21 56歳 4 1 6 10 0

H25.7.1 21 56歳 4 3 3 8 3

H29.7.1 21 56歳 2 5 5 5 4

R3.7.1 21 57歳 0 4 9 6 2

R4.7.24 21 56歳 1 5 8 5 2

議員数 平均年齢 30代 40代 50代 60代 70代

H7.9.1 36 60歳 2.8 5.6 36.1 41.7 13.9

H9.7.1 26 59歳 0 0 57.7 42.3 0

H13.7.1 24 59歳 0 4.2 41.7 54.2 0

H17.7.1 24 58歳 8.3 4.2 33.3 45.8 8.3

H21.7.1 21 56歳 19 4.8 28.6 47.6 0

H25.7.1 21 56歳 19 14.3 14.3 38.1 14.3

H29.7.1 21 56歳 9.5 23.8 23.8 23.8 19

R3.7.1 21 57歳 0 19 42.9 28.6 9.5

R4.7.24 21 56歳 4.8 23.8 38.1 23.8 9.5

議会・議員について（質問に対する回答）

716669
テキストボックス
資料５



Ｑ３ 議員の禁止行為

Ａ３ 地方自治法に、兼職の禁止と兼業禁止が規定されています。

○兼職の禁止（地方自治法第 92 条）

普通地方公共団体の議会の議員は、一般的には他の職業との兼職を禁止され

ていませんが、国会議員等との兼職については、議員の職務を完全に果たすため

に妨げになると考えられているため、禁止されています。

【地方自治法により兼職が禁止されている職】

①衆議院議員 、②参議院議員、③地方公共団体の議会の議員（ただし、一部事

務組合、広域連合の議員が当該一部事務組合等を組織する地方公共団体の議員

を兼ねる場合を除く。）、④地方公共団体の常勤の職員、⑤地方公務員法に規定す

る短時間勤務の職を占める職員

【他の法令により兼職が禁止されている職】

⑥裁判官、⑦教育委員会の教育長及び委員 、⑧都道府県公安委員会の委員 、

⑨人事（公平）委員会の委員 、⑩収用委員会の委員及び予備委員、⑪固定資産

評価審査委員会の委員 、⑫固定資産評価員、⑬海区漁業調整委員会委員 、⑭そ

の他、他の法律により兼職が禁止されている職（内水面漁業管理委員会の委員等）

○議員の兼業禁止（地方自治法第 92 条の２）

普通地方公共団体の議会の議員は、当該団体の具体的な請負契約の締結に対

する議決等に参与することにより、直接・間接に当該団体の事務や事業に関与す

るものであるため、議会運営の公正性及び事務執行の適正性を確保するため、当

該団体との関係において、請負関係に立つことを禁止されています。

議員は、

①所属する普通地方公共団体に対し請負をする者

②所属する普通地方公共団体に対し請負をする者の支配人

③所属する普通地方公共団体に対し主として同一の行為をする法人の無限責任

社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくはこれに準ずべき者、支配人及び清

算人たることができない。

※令和４年12月、地方自治法が改正され、地方議員の兼業禁止規定（法92条

の2）が以下のように改められました（令和５年３月１日施行）。

◯「請負」の定義の明確化

「業として行う工事の完成若しくは作業その他の役務の給付又は物件の納入そ

の他の取引で当該普通地方公共団体が対価の支払をすべきもの」をいいます。

〇議員個人による請負に関する規制の緩和

各会計年度における請負の対価の総額が300万円以下であれば、自ら所属する

地方公共団体に対し、議員個人による請負が可能となりました。



Ｑ４ 議員の年金制度は廃止になったと思うが、完全に廃止となったのか、形を

変えたようなものが残っているのか。残っていれば、その制度の概要について

Ａ４ 地方議会議員年金制度の廃止措置を講ずる「地方公務員等共済組合法の

一部を改正する法律（平成23年法律第56号）」が、平成23年 5月 27

日に公布、同年6月1日に施行されました。

地方議会議員年金制度は廃止となりましたが、制度廃止時に現職議員で

ある者に係る給付の措置がされ、制度廃止時に既に退職年金、公務傷病年金、

遺族年金を受給されている者については、継続して制度廃止前の給付が行わ

れる一方で、退職年金については「退職年金に係る給付の引下げ及び支給停

止措置の強化」が行われました。

【主な改正点】

① 制度廃止時に既に議員を退職している者に係る給付

制度廃止時に既に議員を退職して退職年金の給付事由が生じている者に

ついては､制度廃止前の地方議会議員年金制度による退職年金の給付を継

続すること。

② 制度廃止時に現職議員である者に係る給付等

(ｱ) 制度廃止時に現職議員である者のうち、制度廃止時に退職年金の受給

資格（在職12年以上。以下同じ。）を満たす者は、制度廃止前の地方議

会議員年金制度による退職年金の支給と掛金及び特別掛金の総額の80％

の退職一時金の支給のうちいずれかを選択できること。

(ｲ) 制度廃止時に現職議員である者のうち、制度廃止時に退職年金の受給

資格を満たさない者については、掛金及び特別掛金の総額の80％の退職

一時金を給付すること。（遺族一時金も同様の取扱い）

※一時金の給付時期は、任期満了を含む制度廃止後最初の退職時とすること。

※制度廃止の方針決定後の平成23年 1月から 5月までに退職した者につ

いては、退職時に退職年金の受給資格を満たす場合には(ｱ)、退職時に年金

受給資格を満たさない場合には(ｲ)（遺族一時金も同様）の取扱いによるこ

と。

③ 退職年金に係る給付の引下げ及び支給停止措置の強化

(ｱ) ①、②のいずれの場合においても、退職年金について、年額が200万

円を超えるときには、当該超える額の10％を引き下げること。

(ｲ) ①、②のいずれの場合においても、退職年金について、退職年金の年額

と前年の退職年金等を除く所得金額（住民税の課税総所得金額ベース）と

の合計額が700万円を超えるときには、当該超える額の 2分の 1に相

当する金額の支給を停止するとともに、最低保障額（現行：190.４万円）

を廃止すること。

④ 公務傷病年金及び遺族年金の取扱い



公務傷病年金及び遺族年金は、制度廃止前の地方議会議員年金制度によ

る給付を基本として、給付を行うこと。

⑤ 平成23年 1月分から5月分までの掛金及び特別掛金の取扱い

制度廃止の方針決定後の平成 23年 1月以降に退職して退職一時金の給

付を受ける者については、同月分から平成23年 5月分までの掛金及び特

別掛金の全額を退職一時金に算入すること。（遺族一時金も同様の取扱い）

⑥ その他

(ｱ) 制度廃止に伴う経過措置としての給付に要する費用は、地方議会議員

共済会（都道府県議会議員共済会、市議会議員共済会及び町村議会議員共

済会）が保有する残余の積立金を除き、地方公共団体が負担すること。

※各地方公共団体は、毎年度、現職議員の標準報酬総額に応じて負担する。

(ｲ) 地方議会議員共済会は、制度廃止に伴う経過措置としての給付を行う

ため存続するものとし、業務が全て終了したときに解散すること。

(ｳ) 地方議会議員共済会は、年金給付に関する処分に関し、支給を受ける

者の所得について、官公署等に対して資料の提供等を求めることができる

こと。

なお、この制度廃止措置には経過措置が設けられ、③の退職年金に係る給

付の引下げ及び支給停止措置の強化については、平成23年 9月 1日から

施行されました。

【令和６年度予算】議員年金に係る市の負担金

議員共済会共済年金給付費負担金（議員年金廃止後の給付に要する負担金）

31,749,480円

（標準報酬月額 430,000円×21人×12月×29.3/100）



Ｑ５ 議会活動とは

Ａ５ 議会活動は、地方自治法や議会会議規則、議会委員会条例等に基づき開催

される本会議や常任委員会等における議案等の審議・審査、行政の事務に関

する質問（一般質問）、視察等を行うことであるとされています。

なお、あきる野市議会では、あきる野市議会基本条例第３条（議会の活動

原則）に基づき活動しています。

【主な会議】

本会議、総務委員会、環境建設委員会、福祉文教委員会、議会運営委員会、

公共交通等調査特別委員会、予算特別委員会、決算特別委員会、会派代表者会議、

議員全員協議会、広報広聴委員会、タブレット等活用推進委員会

○ あきる野市議会基本条例（抜粋）

第２章 議会及び議員の活動原則

（議会の活動原則）

第３条 議会は、次に掲げる原則に基づき活動します。

（１） 公正性及び透明性を確保するとともに、市民に開かれた議会を目指

します。

（２） 議決責任を深く認識し、市民に対して積極的な情報公開に取り組む

とともに、説明責任を果たします。

（３） 自由闊達な討議を行い、市政の課題に関する論点及び争点を明らか

にするよう努めます。

（４） 把握した市民の多様な意見を基に政策提言、政策立案等の強化に努

めます。

（５） 市民本位の立場から、適正な市政運営が行われているかを監視し、

評価します。



Ｑ６ 議員活動とは

Ａ６ 議員活動は、議会活動に加え、会派又は議員として、政策等について調

査・研究するための活動や住民の意思を把握するための活動などであると

されています。

なお、あきる野市議会では、あきる野市議会基本条例第４条（議員の活動

原則）に基づき活動しています。

○ あきる野市議会基本条例（抜粋）

第２章 議会及び議員の活動原則

（議員の活動原則）

第４条 議員は、次に掲げる原則に基づき活動します。

（１） 議会が言論の場であること、及び合議制の機関であることを認識し、

議員間の自由な討議を重んじます。

（２） 市政の課題全般について市民の意見を的確に把握するとともに、自

らの資質の向上に努めます。

（３） 議会の構成員として、一部の団体及び地域の代表にとどまらず、市

民全体の奉仕者及び代表者としてふさわしい活動をし、市民福祉の向

上を目指します。



Ｑ７ あきる野市の議員報酬は議員活動か議会活動かどちらに対しての報酬に

なりますか。

Ａ７ 議員報酬は、政治活動を除いた議会活動及び議員活動が対象になるとさ

れています。

○地方自治法（抜粋）

第２０３条 普通地方公共団体は、その議会の議員に対し、議員報酬を支給し

なければならない。

② 普通地方公共団体の議会の議員は、職務を行うため要する費用の弁償を受

けることができる。

③ 普通地方公共団体は、条例で、その議会の議員に対し、期末手当を支給す

ることができる。

④ 議員報酬、費用弁償及び期末手当の額並びにその支給方法は、条例でこれ

を定めなければならない。

本会議・常任委員会・特別
委員会・議会運営委員会

議会活動

議員派遣
会派代表者会議
広報広聴委員会
タブレット等活用推進委員会
議員全員協議会

議員活動

政治活動

【議員報酬の対象となる活動範囲】

会派又は議員としての調査・研究等



Ｑ８ 例えば、自分の票を獲得するための普段の活動は議員活動か議会活動の

どちらに入りますか。

Ａ８ ご質問の「自分の票を獲得するための普段の活動」を特定の候補者の当選

をはかることを目的に投票行為を勧める活動と解しますと、それは選挙運

動（選挙の公示・告示日に立候補の届け出をしてから選挙期日の前日までの

間に行われる活動）になります。

Ｑ９ 調査費（正式な名称ではありませんが）２万円の限度額をあきる野市は支

給していますが具体的な実績報告は閲覧出来ますか。報酬等審議会に提出

することは可能ですか。

Ａ９ 政務活動費収支報告書につきましては、市ホームページで公開しており

ますので、どなたでもご覧いただけますし、報酬等審議会に提出することも

可能です。



阿伎留病院企業団
議会議員報酬

西秋川衛生組合
議会議員報酬

秋川流域斎場組合
議会議員報酬

東京都三市収益事業
組合議会議員報酬

（月額8,500円） （月額4,000円） （月額4,000円） （月額30,000円）

委員長 441,000 5,292,000 2,460,780 7,752,780 102,000 48,000 48,000 360,000

議 員 433,000 5,196,000 2,416,140 7,612,140 102,000 48,000 48,000 360,000

※議長、副議長、監査委員については、一部事務組合議会議員の役職対象外

報酬日額単価 勤務日数 報酬合計 報酬日額単価 勤務日数 報酬合計

議 員 30,000 75 2,250,000 30,000 21 630,000

※あきる野市の勤務日数については、令和６年度 あきる野市特別職報酬等審議会資料集 資料１０「市議会の動き（令和５年中）」に記載の日数で試算

※矢祭町の勤務日数については、令和５年度の定例会と委員会の開催日数で試算

【補足】福島県矢祭町では、日当制を廃止し、令和６年４月１日から月額制に戻している。

議員

期末手当 勤勉手当 計

①係長職以下 2.60 2.05 

②課長相当職 2.20 2.45 

③部長相当職 2.00 2.65 

○ あきる野市議会議員報酬総額及び一部事務組合議会議員報酬の状況について

あきる野市議会議員報酬 一部事務組合議会議員報酬

○ 日額制にした場合のあきる野市議会議員報酬試算

あきる野市 福島県矢祭町

○ 議員及び一般職職員の期末・勤勉手当支給月数比較

一般職

期末手当

報酬月額 報酬支給総額 期末手当 年間収入合計

年度

令和６年度 4.65 4.65 



（１）地域手当
令和６年４月１日 現在

八 王 子 市 15.0% 15.0%

立 川 市 12.0% 12.0%

武 蔵 野 市 16.0% 16.0%

三 鷹 市 10.0% 15.0%

青 梅 市 15.0% 15.0%

府 中 市 15.0% 15.0%

昭 島 市 15.0% 15.0%

調 布 市 16.0% 16.0%

町 田 市 16.0% 16.0%

小 金 井 市 15.0% 15.0%

小 平 市 16.0% 16.0%

日 野 市 16.0% 16.0%

東 村 山 市 15.0% 15.0%

国 分 寺 市 16.0% 16.0%

国 立 市 15.0% 15.0%

福 生 市 15.0% 15.0%

狛 江 市 16.0% 16.0%

東 大 和 市 12.0% 12.0%

清 瀬 市 16.0% 16.0%

東 久 留 米 市 6.0% 10.0%

武 蔵 村 山 市 3.0% 10.0%

多 摩 市 16.0% 16.0%

稲 城 市 15.0% 15.0%

羽 村 市 6.0% 8.8%

あ き る 野 市 10.0% 10.0%

西 東 京 市 15.0% 15.0%

瑞 穂 町 0.0% 10.0%

日 の 出 町 0.0% 8.0%

檜 原 村 0.0% 7.5%

奥 多 摩 町 0.0% 8.0%

大 島 町 0.0% 0.0%

利 島 村 0.0% 0.0%

新 島 村 0.0% 0.0%

神 津 島 村 0.0% 0.0%

三 宅 村 0.0% 0.0%

御 蔵 島 村 0.0% 0.0%

八 丈 町 0.0% 0.0%

青 ヶ 島 村 0.0% 0.0%

小 笠 原 村 0.0% 0.0%

団体名 国基準支給率 団体支給率

２　諸手当に関する状況
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出典　東京都総務局行政部ホームページ「東京都内市町村の給与制度に関する状況の公表について」
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○あきる野市職員の期末・勤勉手当の支給に関する規則

平成７年９月１日

規則第２６号

改正 平成１０年３月３０日規則第１２号

平成１２年２月２３日規則第３号

平成１５年２月１７日規則第２号

平成１７年３月３０日規則第１４号

平成１８年２月２０日規則第２号

平成１８年３月２９日規則第１０号

平成１９年９月２８日規則第２５号

平成２０年１２月２４日規則第４２号

平成２１年１月１４日規則第１号

平成２２年２月１５日規則第２号

平成２４年２月２０日規則第１号

平成２５年３月２８日規則第１４号

平成２６年６月２６日規則第９号

平成２７年３月３１日規則第１８号

平成２８年３月２９日規則第９号

平成２９年３月２９日規則第４号

平成３１年３月２２日規則第８号

令和元年９月２６日規則第１１号

令和４年９月２９日規則第２４号

（趣旨）

第１条 この規則は、あきる野市職員の給与に関する条例（平成７年あきる野市条例第２９号。以下「条例」

という。）第２０条から第２１条の４まで及び第２６条の規定に基づき、期末手当及び勤勉手当の支給に

ついて必要な事項を定めるものとする。

（平１０規則１２・一部改正）

（期末手当の支給対象外職員）

第２条 条例第２０条第１項前段の市規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。

（１） 条例第２０条第１項に規定する基準日に新たに条例の適用を受けることとなった職員

（２） あきる野市職員の分限に関する条例（平成７年あきる野市条例第１１号。以下「分限条例」とい

う。）第２条の規定により休職にされている職員（その原因が公務上の災害又は通勤（地方公務員災害

補償法（昭和４２年法律第１２１号）第２条第２項に規定する通勤をいう。以下同じ。）による災害と

認められる職員を除く。）のうち給与の支給を受けていない職員

（３） 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２８条第２項第１号の規定

に該当して休職にされている職員のうち給与の支給を受けていない職員

（４） 法第２８条第２項第２号の規定により休職にされている職員

（５） 法第２９条第１項の規定により停職にされている職員

（６） 法第５５条の２第１項ただし書の許可を受けた職員

（７） 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）

第２条第１項の規定により育児休業中の職員（基準日に育児休業中の職員のうち、基準日以前６か月以

内の期間において勤務した期間（休暇の期間その他勤務しないことにつき特に承認のあった期間（育児

休業法第２条第１項の規定により育児休業をしていた期間及び第２号から前号までに掲げる職員として

在職した期間を除く。）を含む。）がある職員を除く。）

（平１２規則３・平２２規則２・平２６規則９・平２７規則１８・令元規則１１・一部改正）

第３条 条例第２０条第１項後段の市規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。

（１） その退職し、又は死亡した日において前条各号のいずれかに該当する職員であった者

（２） 法第２８条第１項の規定により免職された職員

（３） 法第２８条第４項の規定により職を失った職員

（４） 法第２９条第１項の規定により免職された職員

（５） その退職後基準日までの間において条例の適用を受ける職員となった者

（平１０規則１２・平２７規則１８・令元規則１１・一部改正）

第４条 条例第２６条第５項ただし書の市規則で定める職員は、前条第５号に掲げる職員とする。

（平１０規則１２・平２６規則９・平２７規則１８・一部改正）

（一時差止処分の手続）

716669
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第４条の２ 任命権者は、条例第２１条の３（条例第２１条の４及び第２６条第６項において準用する場合

を含む。）の規定による一時差止処分（以下「一時差止処分」という。）を行おうとする場合は、あらか

じめ、市長に協議するものとする。

（平１０規則１２・追加、平２６規則９・一部改正）

（一時差止処分書及び処分説明書）

第４条の３ 任命権者は、一時差止処分を行う場合には、当該一時差止処分を受ける者に一時差止処分書（様

式第１号）を交付しなければならない。

２ 条例第２１条の３第５項（条例第２１条の４及び第２６条第６項において準用する場合を含む。）の説

明書（以下「処分説明書」という。）の様式は、様式第２号による。

３ 一時差止処分書又は処分説明書を交付する場合において、一時差止処分を受けるべき者の所在が知れな

いときは、当該一時差止処分書又は処分説明書の内容をあきる野市掲示場に公告することをもって交付に

代えることができる。この場合においては、その公告した日から起算して２週間を経過した日に、当該一

時差止処分書又は処分説明書が当該一時差止処分を受けるべき者に到達したものとみなす。

（平１０規則１２・追加、平２６規則９・一部改正）

（処分説明書の写しの提出）

第４条の４ 任命権者は、一時差止処分を行った場合は、当該処分説明書の写し１通を市長に提出するもの

とする。

（平１０規則１２・追加）

（一時差止処分の取消しの申立ての手続等）

第４条の５ 条例第２１条の３第２項（条例第２１条の４及び第２６条第６項において準用する場合を含む。）

の規定による一時差止処分の取消しの申立ては、その理由を明示した書面で行わなければならない。

２ 任命権者は、前項の申立てがなされた場合には、その取扱いについて市長に協議するものとする。

（平１０規則１２・追加、平２６規則９・一部改正）

（一時差止処分の取消しの通知）

第４条の６ 任命権者は、条例第２１条の３第３項又は第４項（これらの規定を条例第２１条の４及び第２

６条第６項において準用する場合を含む。）の規定により一時差止処分を取り消した場合には、当該一時

差止処分を受けた者及び市長に対し、理由を付してその旨を書面で通知しなければならない。

（平１０規則１２・追加、平２６規則９・一部改正）

（期末手当に係る在職期間）

第５条 条例第２０条第２項に規定する在職期間は、条例の適用を受ける職員として在職した期間とする。

２ 前項の期間の算定については、次に掲げる期間を除算する。

（１） 第２条第５号及び第６号に掲げる職員として在職した期間については、その全期間

（２） 育児休業法第２条第１項の規定による育児休業（次に掲げる育児休業を除く。）中の職員として

在職した期間については、その２分の１の期間

ア 当該育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日からあきる野市職員の育児休業等に関する条

例（平成７年あきる野市条例第１７号。以下「育児休業条例」という。）第３条の２に規定する期間

内にある育児休業であって、当該育児休業の承認に係る期間（当該期間が２以上あるときは、それぞ

れの期間を合算した期間）が１か月以下である育児休業

イ 当該育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から育児休業条例第３条の２に規定する期間

内にある育児休業以外の育児休業であって、当該育児休業の承認に係る期間（当該期間が２以上ある

ときは、それぞれの期間を合算した期間）が１か月以下である育児休業

（３） 休職にされていた期間については、その２分の１の期間

３ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間は除算しない。

（１） 公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病（以下「公務傷病等」という。）の

ため休職にされていた期間

（２） 公務上又は通勤上の災害のため生死不明又は所在不明となり分限条例第３条により休職にされて

いた期間

（平１２規則３・平２５規則１４・平２７規則１８・令４規則２４・一部改正）

（一時差止処分に係る在職期間）

第５条の２ 条例第２１条の２並びに第２１条の３第１項及び第３項（これらの規定を条例第２１条の４及

び第２６条第６項において準用する場合を含む。）に規定する在職期間は、条例の適用を受ける職員とし

て在職した期間とする。

２ 次条第１項に規定する条例の適用を受けない職員として在職した期間がある者が引き続き条例の適用を

受ける職員となった場合は、その在職した期間は、前項の在職期間とみなす。

（平１０規則１２・追加、平２６規則９・一部改正）
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第６条 基準日以前６か月以内の期間において条例の適用を受けない職員として在職した期間がある者が条

例の適用を受ける職員となった場合、市長が特に必要として認定した期間は、第５条第１項の在職期間に

算入する。

２ 前項の期間の算定については、第５条第２項の規定を準用する。

（平１０規則１２・平２２規則２・平２７規則１８・一部改正）

（勤勉手当の支給対象外職員）

第７条 条例第２１条第１項前段の市規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。

（１） 休職者。ただし、公務傷病等による休職者を除く。

（２） 第２条第１号、第２号、第５号及び第６号のいずれかに該当する者

（３） 育児休業法第２条第１項の規定による育児休業中の職員（基準日に育児休業中の職員のうち、基

準日以前６か月以内の期間において勤務した期間（休暇の期間その他勤務しないことにつき特に承認の

あった期間（育児休業法第２条第１項の規定により育児休業をしていた期間及び第２条第２号から第６

号までに掲げる職員として在職した期間を除く。）を含む。）がある職員を除く。）

（平１０規則１２・平１２規則３・平２７規則１８・一部改正）

第８条 条例第２１条第１項後段の市規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。

（１） その退職し、又は死亡した日において前条各号のいずれかに該当する職員であった者

（２） 第３条第２号から第５号までに掲げる者

（平１０規則１２・平２７規則１８・令元規則１１・一部改正）

（加算の対象職員及び加算割合）

第９条 条例第２０条第４項及び第２１条第３項に規定する加算の対象職員及び加算割合は、別表第１に定

めるところによる。

（平１５規則２・平２７規則１８・一部改正）

（勤勉手当の支給割合）

第１０条 条例第２１条第２項に規定する割合は、職員の勤務期間による割合（以下「期間率」という。）

に職員の勤務成績による割合（以下「成績率」という。）を乗じて得た割合とする。

（勤勉手当の期間率）

第１１条 前条に規定する期間率は、基準日以前６か月以内の期間における職員の勤務期間の区分に応じて

別表第２に定める割合とする。

（平１８規則２・平２２規則２・平２７規則１８・一部改正）

（勤勉手当に係る勤務期間）

第１２条 前条に規定する勤務期間は、条例の適用を受ける職員として在職した期間とする。

２ 前項の期間の算定については、次に掲げる期間を除算する。

（１） 第２条第５号及び第６号に掲げる職員として在職した期間

（２） 育児休業法第２条第１項の規定による育児休業（第５条第２項第２号ア及びイに掲げる育児休業

を除く。）中の職員として在職した期間

（３） 休職にされていた期間（第５条第３項各号に規定する期間を除く。）

（４） 条例第１５条の規定により給与を減額された期間

（５） 負傷又は疾病（公務傷病等を除く。）により勤務しなかった期間からあきる野市職員の勤務時間、

休日、休暇等に関する条例（平成７年あきる野市条例第１６号。以下「勤務時間条例」という。）第４

条に規定する週休日及び勤務時間条例第１０条に規定する休日（以下「週休日等」という。）を除いた

日が３０日を超える場合には、その勤務しなかった全期間

（６） 勤務時間条例第１６条の規定による介護休暇の承認を受けて勤務しなかった期間（勤務時間条例

第３条第１項若しくは第２項又は第５条に規定する正規の勤務時間（以下「正規の勤務時間」という。）

の全部において勤務しない期間に、正規の勤務時間の一部において勤務しない時間を７時間４５分をも

って１日に換算した期間を加えた期間とする。）から週休日等を除いた日が３０日を超える場合には、

その勤務しなかった全期間

（７） 勤務時間条例第１６条の２の規定による介護時間の承認を受けて勤務しなかった期間（正規の勤

務時間の一部において勤務しない時間を７時間４５分をもって１日に換算した期間とする。）が３０日

を超える場合には、その勤務しなかった期間

（８） 育児休業法第１９条第１項の規定による部分休業の承認を受けて勤務しなかった期間（正規の勤

務時間の一部において勤務しない時間を７時間４５分をもって１日に換算した期間とする。）が３０日

を超える場合には、その勤務しなかった期間

（９） 基準日以前６か月の全期間にわたって勤務した日がない場合には、前各号の規定にかかわらず、

その全期間

（平１２規則３・平１８規則２・平１９規則２５・平２２規則２・平２７規則１８・平２９規則４・

令４規則２４・一部改正）
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第１３条 第６条の規定は、前条に規定する条例の適用を受ける職員として在職した期間の算定について準

用する。

２ 前項の期間の算定については、前条第２項各号に掲げる期間に相当する期間を除算する。

（平２２規則２・一部改正）

（勤勉手当の成績率）

第１４条 第１０条に規定する成績率は、別に市長が定めるものとする。

（端数計算）

第１５条 条例第２０条第２項の合計額（同条第４項の適用を受ける職員にあっては、当該合計額に、給料

及びこれに対する地域手当の月額の合計額に職務段階等を考慮して第９条で定める職員の区分に応じて同

条で定める加算割合を乗じて得た額を加算した額）に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる

ものとする。

２ 条例第２１条第２項の合計額（同条第３項の適用を受ける職員にあっては、当該合計額に、給料及びこ

れに対する地域手当の月額の合計額に職務段階等を考慮して第９条で定める職員の区分に応じて同条で定

める加算割合を乗じて得た額を加算した額）に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるものと

する。

（平１０規則１２・追加、平１５規則２・平１８規則１０・平３１規則８・一部改正）

附 則

この規則は、平成７年９月１日から施行する。

附 則（平成１０年規則第１２号）

この規則は、平成１０年４月１日から施行する。

附 則（平成１２年規則第３号）

この規則は、公布の日から施行し、改正後のあきる野市職員の期末・勤勉手当の支給に関する規則の規定

は、平成１２年１月１日から適用する。

附 則（平成１５年規則第２号）

この規則は、公布の日から施行し、改正後のあきる野市職員の期末・勤勉手当の支給に関する規則の規定

は、平成１４年４月１日から適用する。

附 則（平成１７年規則第１４号）

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

附 則（平成１８年規則第２号）

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（平成１８年規則第１０号）

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則（平成１９年規則第２５号）

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（平成２０年規則第４２号）

この規則は、平成２１年１月１日から施行する。

附 則（平成２１年規則第１号）

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則（平成２２年規則第２号）

この規則は、平成２２年７月１日から施行する。

附 則（平成２４年規則第１号）

（施行期日）

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。

（加算割合に関する特例措置）

２ 平成２４年６月に支給する期末手当及び勤勉手当に係るこの規則による改正後の別表第１の規定の適用

については、同表中「１００分の６」とあるのは「１００分の５．２５」と、「１００分の３」とあるの

は「１００分の４．７５」とする。

附 則（平成２５年規則第１４号）

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則（平成２６年規則第９号）

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（平成２７年規則第１８号）

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則（平成２８年規則第９号）

（施行期日）

１ この規則は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の施行の日（平成２８年４月１日）から施行

する。
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（経過措置）

２ 行政庁の処分その他の行為又は不作為についての不服申立てに関する手続であってこの規則の施行前に

された行政庁の処分その他の行為又はこの規則の施行前にされた申請に係る行政庁の不作為に係るものに

ついては、なお従前の例による。

３ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式による用紙については、当分の間、これを取

り繕って使用することができる。

附 則（平成２９年規則第４号）

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

附 則（平成３１年規則第８号）

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則（令和元年規則第１１号）

この規則は、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法

律（令和元年法律第３７号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日（令和元年１２月１４日）から施行

する。ただし、第２条第２号の改正規定は、令和２年４月１日から施行する。

附 則（令和４年規則第２４号）抄

（施行期日）

１ この規則は、令和４年１０月１日から施行する。

別表第１（第９条関係）

（平２４規則１・全改、平２７規則１８・一部改正）

別表第２（第１１条関係）

（平２７規則１８・一部改正）

給料表 対象職員 加算割合

一般職給料表 職務の級が５級である職員 １００分の２０

職務の級が４級である職員 １００分の１５

職務の級が３級である課長補佐及びこれに相当する

職員

１００分の１０

職務の級が３級である係長及びこれに相当する職員 １００分の６

職務の級が２級である職員 １００分の３

業務職給料表 職務の級が３級である職員 １００分の６

職務の級が２級である職員 １００分の３

勤務期間 割合

６か月 １００分の１００

５か月１５日以上６か月未満 １００分の９５

５か月以上５か月１５日未満 １００分の９０

４か月１５日以上５か月未満 １００分の８０

４か月以上４か月１５日未満 １００分の７０

３か月１５日以上４か月未満 １００分の６０

３か月以上３か月１５日未満 １００分の５０

２か月１５日以上３か月未満 １００分の４０

２か月以上２か月１５日未満 １００分の３０

１か月１５日以上２か月未満 １００分の２０

１か月以上１か月１５日未満 １００分の１５

１５日以上１か月未満 １００分の１０

１５日未満 １００分の５

０ ０



令和５年度 東京都２６市所得割非課税対象者

区分

市名
（人）

12,691

3,927

3,089

3,877

3,032

5,056

2,569

4,823

9,142

2,294

3,967

3,914

3,293

2,524

○ 1,678

○ 1,276

○ 1,725

○ 1,838

○ 1,537

2,484

○ 1,571

3,282

○ 1,761

○ 1,728

4,168

○ 2,781

14

3,463

八 王 子 市

立 川 市

武 蔵 野 市

三 鷹 市

青 梅 市

府 中 市

昭 島 市

調 布 市

町 田 市

小 金 井 市

小 平 市

日 野 市

東 村 山 市

国 分 寺 市

国 立 市

福 生 市

狛 江 市

東 大 和 市

清 瀬 市

東 久 留 米 市

武 蔵 村 山 市

多 摩 市

稲 城 市

羽 村 市

西 東 京 市

あ き る 野 市

２６市中順位

２６市平均

類団
所得割非課税対象者

716669
iryou 
資料８



％ ( ％ )

　　　４．人口については、調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

      ５. 面積については、調査対象年度の10月1日現在の市区町村、都道府県、全国の状況をとりまとめた「全国都道府県市区町村別面積調」（国土地理院）による。

      ６. 個人情報保護の観点から、対象となる職員数が1人又は2人の場合、「給料月額(百円)」及び「一人当たり平均給料月額(百円)」を「アスタリスク(＊)」としている。（その他、数値のない欄については、すべてハイフン(-)としている。）

99.7 99.2純 固 定 資 産 税

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

      ２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出。 49

2,204,451 保 険 給 付 費 320 (％) ]

　　　３．産業構造の比率は分母を就業人口総数とし、分類不能の産業を除いて算出。

市 町 村 民 税 99.3 98.3 99.3 98.1

歳 出 合 計 35,422,973 100.0 20,763,829 22,063,236 千円 そ の 他 99.7 99.1

合 計 99.5 98.8 99.5 98.7
災 害 復 旧 事 業 費 149,923 0.4 3,416 及び臨時財政対策債除く) 保険税(料)収入額 93 現

年
・計

失 業 対 策 事 業 費 - - - 歳 入 一 般 財 源 等 国 民 健 康 保 険 963,845 国 庫 支 出 金 -

上 水 道 - 被 保 険 者 数 ( 人 ) 17,338 徴
収
率

[

工 業 用 水 道 -
被保険者
１人当り{

275,206 経 常 収 支 比 率 下 水 道 1,125,078 収 益 事 業 収 入 20,000 20,000

内

　
訳

う ち 補 助 1,484,655 4.2 10,450 97.1 99.2 加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 11,248 土 地 開 発 基 金 現 在 高 - -

う ち 単 独 1,699,641 4.8 264,756 ( 減 収 補 塡 債 ( 特 例 分 )

1,804,284

う ち 人 件 費 68,771 0.2 51,163 17,345,129 千円 公

営

事

業

等

へ

の

繰

出

合 計 5,071,343 会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

事

業

実 質 収 支 123,830

再 差 引 収 支 -377,215

病 院 777,969

実 質 的 な も の - -

普 通 建 設 事 業 費 3,184,296 9.0

投 資 的 経 費 3,334,219 9.4 278,622 経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 計 そ の 他

681,619

前 年 度 繰 上 充 用 金 - - - 歳 出 合 計 35,422,973 100.0 3,184,296 - -

- -

債務負担行為額
（支出予定額）

物 件 等 購 入

20,763,829 保 証 ・ 補 償

613,703

2,146,580

投 資 ・ 出 資 金 ・ 貸 付 金 546,622 1.5 442,883 190,039 1.1 前 年 度 繰 上 充 用 金 - -

1,521,603

積 立 金 482,997 1.4 468,664 - - 諸 支 出 金 - - - - 地 方 債 現 在 高 25,526,146 26,136,836

繰 出 金 3,168,296 8.9 2,718,036 2,132,078 11.9 公 債 費 2,136,846 6.0

1,801,730

う ち 一 部 事 務 組 合 負 担 金 994,283 2.8 736,883 645,306 3.6 災 害 復 旧 費 149,923 0.4 374,896

279,260 2,525,191
積 立 金
現 在 高

財 調 2,021,311

- 3,416 減 債 374,896

- 2,071,031 特 定 目 的 1,741,363

補 助 費 等 5,633,749 15.9 4,449,556 3,073,713 17.2 教 育 費 3,326,825 9.4

2,521,577 1,663,761 実 質 公 債 費 比 率 ( ％ ) 4.9 6.0

維 持 補 修 費 74,438 0.2 67,757 67,757 0.4 消 防 費 1,072,388 3.0 15,919 788,778 将 来 負 担 比 率 ( ％ ) 22.1 33.1

物 件 費 5,268,699 14.9 3,661,286 3,250,809 18.2 土 木 費 4,202,365 11.9

-

( 義 務 的 経 費 計 ) 16,913,953 47.7 8,677,025 8,630,733 48.3 商 工 費 連 結 実 質 赤 字 比 率 ( ％ ) - -

191,166 公 債 費 負 担 比 率 ( ％ ) 9.4 10.6

一 時 借 入 金 利 子 - - - - - 農 林 水 産 業 費 302,841 0.9 97,908 117,183 健

全

化

判

断

比

率

実 質 赤 字 比 率

537,006 1.5 15,259 416,838

( ％ ) -

92,417 0.3 92,276 92,276 0.5 労 働 費 205,113 0.6 -

76,995 7,131,507 財 政 力 指 数 0.70 0.70

内

訳

元 利 償 還 金 {
元 金 2,044,429 5.8 1,978,755 1,978,755 11.1 衛 生 費 4,141,079 11.7 1,829 2,690,756 実 質 収 支 比 率 ( ％ ) 7.4 9.9

利 子

公 債 費 2,136,846 6.0 2,071,031 2,071,031 11.6 民 生 費 15,665,018 44.2

- 257,378 標 準 税 収 入 額 等 12,560,528 11,913,341

扶 助 費 9,991,164 28.2 2,392,457 2,388,815 13.4 総 務 費 3,425,864 9.7 175,549 2,906,824 標 準 財 政 規 模 17,392,504 17,686,912

う ち 職 員 給 2,716,348 7.7 2,461,450 - - 議 会 費 257,705 0.7

9,439,546

人 件 費 4,785,943 13.5 4,213,537 4,170,887 充当一般財源等 基 準 財 政 需 要 額 14,385,688 13,906,194

性 質 別 歳 出 の 状 況 ( 単 位 ： 千 円 ･ ％ ) 目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位：千円 ･％ ) 区 分 令和４年度(千円) 令和３年度(千円)

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 経常 収支 比率
区 分

決 算 額
( Ａ )

構 成 比
(Ａ)のうち

23.3 普通建設事業費

(Ａ)の 基 準 財 政 収 入 額 9,948,837

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 377,239 1.0 - -

歳 入 合 計 36,722,380 100.0 17,486,024 100.0

地 方 債 1,433,739 3.9 - -

う ち 減 収 補 塡 債 ( 特 例 分 ) - - - -

繰 越 金 1,837,301 5.0 - -

諸 収 入 447,314 1.2 183 0.0

寄 附 金 18,509 0.1 - -

繰 入 金 119,255 0.3 - -

都 道 府 県 支 出 金 5,987,825 16.3 - -

伝 染 病 × そ の 他

財 産 収 入 192,270 0.5 73,309 0.4

4,330

( 特 別 区 財 調 交 付 金 ) 合 計 11,129,224 100.0 41,476

- - -

○

× 議 会 議 員 19× 中 学 校

議 会 副 議 長 1  7.09.01 × 小 学 校 ×

 7.09.01 国 有 提 供 交 付 金
- - - -

旧 法 に よ る 税

- - 税 務 事 務

老 人 福 祉

5,100

国 庫 支 出 金 7,402,398 20.2 - - 法 定 外 目 的 税 - 4,560

退 職 手 当 ○ 火 葬 場 ○ 教 育 長 1  7.09.01 6,950

手 数 料 287,071 0.8 - - 水 利 地 益 税 等 - - - 事 務 機 共 同 × 常 備 消 防 × 議 会 議 長 1  7.09.01 

使 用 料 166,241 0.5 64,527 0.4 都 市 計 画 税 848,650 7.6 -

し 尿 処 理 ○ 市 区 町 村 長 1  7.09.01 8,600

- 事 業 所 税 - - - 非常勤公務災害 × ご み 処 理 ○ 副 市 区 町 村 長 1  7.09.01 7,400

定 数 適用開始年月日
一人当たり平均給料
（報酬）月額（百円）( 一 般 財 源 計 ) 18,670,181 50.8 17,337,252 99.1

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 10,753 0.0 10,753 0.1 内

訳

分 担 金 ・ 負 担 金 149,523 0.4 -

入 湯 税 10,260 0.1 - 議員公務災害 ○

-
一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況

法 定 目 的 税 858,910 7.7 -
特 別 職 等

- 合 計 434 1,340,888 3,090

特 別 交 付 税 484,279 1.3 - - 法 定 外 普 通 税 - - - ラ ス パ イ レ ス 指 数 99.2

内

訳

普 通 交 付 税 4,454,737 12.1 4,454,737 25.5 特 別 土 地 保 有 税 - -

震 災 復 興 特 別 交 付 税 - - - - 目 的 税 858,910 7.7

* *

地 方 交 付 税 4,939,016 13.4 4,454,737 25.5 鉱 産 税 - - - 臨 時 職 員 - - -

- 財 源 超 過 × う ち 技 能 労 務 員 9 25,533 2,837

新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金 1,050 0.0 1,050 0.0 市 町 村 た ば こ 税 466,395 4.2 - 教 育 公 務 員

一

般

職

員

等

一 般 職 員40.4 -

2

内

訳

個 人 住 民 税 減 収 補 塡 特 例 交 付 金 93,044 0.3 93,044 0.5 軽 自 動 車 税 241,221 2.2

432 1,331,424 3,082

地 方 特 例 交 付 金 等 94,094 0.3 94,094 0.5

固 定 資 産 税 4,499,742

う ち 純 固 定 資 産 税 4,497,064 40.4 - 指 数 表 選 定 ○ う ち 消 防 職 員 - - -

148,795 1.3 - 近 畿

財政健全化等 ×

232,127 2.1 41,476 中 部 ×自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金 44,200 0.1 44,200 0.3 法 人 税 割

法 人 均 等 割

法 人 事 業 税 交 付 金 194,072 0.5 194,072 1.1

×

○ 実 質 単 年 度 収 支 -248,362 1,327,289

職員数(人)
給 料 月 額
( 百 円 )

一 人 当 た り 平 均
給 料 月 額 ( 百 円 )

区 分

4,537,979 40.8 - 首 都

山 振

積 立 金 取 崩 し 額 - -

自 動 車 取 得 税 交 付 金 - - - - 所 得 割

内

訳

軽 油 引 取 税 交 付 金 - - - -

×個 人 均 等 割 144,055 1.3

× 繰 上 償 還 金 - -

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 - - - - 過 疎-

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 61,081 0.2 61,081 0.3 市 町 村 民 税 5,062,956 45.5 41,476

1,170,621

地 方 消 費 税 交 付 金 1,852,014 5.0 1,852,014 10.6 法 定 普 通 税 10,270,314 92.3 41,476 旧 産 炭 × 積 立 金 219,581 156,668

- 普 通 税 10,270,314 92.3 41,476 低 開 発 × 単 年 度 収 支 -467,943

翌 年 度 に 繰 越 す べ き 財 源 12,717 82,668

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 68,251 0.2 68,251 0.4 旧 工 特 × 実 質 収 支 1,286,690 1,754,633

歳 出 総 額 35,422,973 35,920,528

利 子 割 交 付 金 16,782 0.0 16,782 0.1 歳 入 歳 出 差 引 1,299,407 1,837,301

地 方 譲 与 税 182,290 0.5 182,290 1.0
市 町 村 税 の 状 況 ( 単 位 ： 千 円 ・ ％ )

指 定 団 体 等
の 指 定 状 況

収

支

状

況

配 当 割 交 付 金 89,157 0.2 89,157 0.5
区 分 収 入 済 額 構 成 比 超過課税分

旧 新 産 ×

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 - - -

区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比
24.0

区 分 令 和 ４ 年 度 ( 千 円 ) 令 和 ３ 年 度 ( 千 円 )

第 ３ 次
25,119 23,449

73.3 歳 入 総 額 36,722,380地 方 税 11,129,224 30.3 10,280,574 58.8 74.2 37,757,829

1.8 2.0 東京都 あきる野市

第 ２ 次
8,146 7,906

24.7

歳 入 の 状 況

決 算 状 況
面 積 73.47 k㎡ 令 4. 1. 1 80,112 人 79,070 人

人 口 密 度 1,079 人 増 減 率 -0.4 ％ -0.5 ％

団 体 名
市 町 村 類 型 Ⅱ－３

-2.1 ％ 令 5. 1. 1 79,807 人 78,644 人
区分 令和２年国調 平成２７年国調

13 2284

地 方 交 付 税 種 地
607 628

2 - 6第 １ 次

( 単 位 ： 千 円 ・ ％ )

住民基本 台帳 人口 う ち 日 本 人 産 業 構 造 都 道 府 県 名
令 和 4 年 度

人

口

令 和 ２ 年 国 調 79,292 人
区 分

平成２７年国調 80,954 人

増 減 率

716669
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